




































































































































































































































































































































































































































































期，1910 年），「甘粛四川班」（第 11 期生，1913 年）等の調査報告を使用し
て編纂されている。本巻には蒙古に関する内容は少ないが，関連する項目
は以下のとおりである。
１，包頭における物価（第三編「生活程度及物価」第二章）
２，包頭鎮における洋行（第十二編「商業機関及商業慣習」第二章第五
節）
1939 年に東亜同文書院が東亜同文書院大学に昇格してのち，書院生の旅
行調査報告書のなかで高水準のものを選んで『東亜同文書院大学東亜調査
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報告書』が継続して刊行され，筆者が掌握している範囲では，1939・1940・
1941 年度の３部が残されている。収録された報告書は，地理・経済・商業・
資源・対日感情等が多く採録されている。
『支那省別全誌』に引き続いて編纂された『新修支那省別全誌』は，終戦
までにその一部である四川・雲南・貴州・陜西・甘粛・寧夏・青海の各巻
が完成し，内蒙古関連の資料は公開されていない。東亜同文書院が所蔵す
る長年にわたる調査資料のうち，第６∼16期生の各調査班が纏めた報告書
の一部，および第 36期生による蒙彊関係の三編の報告書だけが『支那省別
全誌』『東亜同文書院大学東亜調査報告書』等に利用され，これ以外の調査
報告書のほとんどは未刊のまま今日に至っている。
むすび
東亜同文書院が蒙古地域で実施した現地調査の報告書の内容は，以下の
いくつかの内容に分類できる。
第一，蒙古地域地理調査。蒙古地域に関する情報が乏しかった明治末期
から大正時代の報告書に多く見られるスタイルである。1905年に外務省
が林出賢次郎等５人の新彊・外蒙古旅行に関連する経費を算出する際，中
国語「大清会典」等の地理情報を参考にしている。同時期には調査項目が
多く，報告書の内容もかなり詳細である。
第二，蒙古地域物産調査。蒙古地域には豊富な自然資源や畜産品が存在
しているので，蒙古産羊毛・甘草・皮革・畜産品・鉱産に関する調査が報
告書の重要な内容となっている。
第三，経済・商業・金融調査。同文書院は設立当初から商業貿易を専門
とする商務科を設置して，日中間の商業貿易に従事できる人材の育成を重
視しており，経済・商業・金融に関する情報が報告書の重要な内容を占め
ている。
第四，都邑調査。近代蒙古地域に興起した都邑のほとんどは，漢族移民
東亜同文書院の内蒙古調査旅行（続き）
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の増加につれて，彼らを管理する機関の設置に伴って出現したが，しだい
に蒙古地域の政治交通中心地，あるいは貨物集散地となっていた。した
がって，都邑に関連する調査が多く実施されている。
同文書院の調査報告書を総合的に評価すれば，明治末期から大正時代に
かけての調査の内容が詳しく，同時代の漢語資料・モンゴル語資料の不足
を補っており，文献としての利用価値が高い。1920 年代以降，東亜同文会
編纂の『支那省別全誌』等が刊行されて，調査旅行が一定の成果を挙げて
いる。同時期，満鉄・関東都督府等が満蒙地域で実施した調査報告として，
『東蒙古』『東部蒙古誌草稿』『東部蒙古誌補修草稿』『満州地誌』『蒙古地
誌』『満蒙調査復命書』『満蒙全書』等が次々と刊行され，蒙古関連の情報
が増えている。その結果，書院生が作成した調査報告書の内容も簡略とな
り，満鉄調査報告書等を利用したものが増えている。他方，大旅行報告書
と並行して作成された旅行日誌には，書院生達の旅行中の見聞が細かく記
されており，当時の日本人の蒙古に対する認識，および蒙古社会の実態を
理解するうえで，欠くべからざる資料であると評価できる。
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